
（単位：千円、％）
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令和 4 年度決算状況（普通会計）
コード番号 102083 市町村類型

経常一般財源
経常収

市　名 渋川市 種地区分 支比率

経 常 一 般
財 源

左 の
構 成 比

区　　　　　　　　分 決 算 額 構成比 税 等

Ⅱ - １ 歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 性　　　　　　　質　　　　　　　別　　　　　　　歳　　　　　　　出

ふりがな しぶかわし 4年度交付税 Ⅰ - 2
336点

区　　　　　　　分 決 算 額 構成比

16.7 5,595,365 5,496,365 25.1

区 分 第  1 次 第  2  次 第  3  次 地 方 譲 与 税 494,200

11,500,615 30.9 11,009,189 50.2 人 件 費 5,928,844
人　　　　　　　　　　　　　口 面　　積

人  口
密  度

人口集中
地区人口

産　　　　　　業　　　　　　構　　　　　　造 地 方 税

R2年国調
就業人口

2,041 9,851 23,328 利 子 割 交 付 金 3,475

配 当 割 交 付 金 44,809

3,821,870 3,608,576 16.5

国
調

R2    年 74,581
240.27 ㎢

310 12,198

1.3 494,200 2.2 物 件 費 5,239,347 14.8

2,148,276 2,127,705 9.7

増加率 △ 4.9 昭和35年10月1日以降の合併状況 区　　　　　　　分 指　　数　　等 指定団体等の状況 株式等譲渡所得割交付金

0.1 44,809 0.2 扶 助 費 7,369,485 20.7

253,835 253,835 1.2

H27    年 78,391 326 13,473 5.8 28.0 66.2

0.0 3,475 0.0 維 持 補 修 費 531,935 1.5

公 債 費 3,338,690 9.4 3,331,494 3,331,494 15.2農工法 地方消費税交付金 1,922,024 5.2 1,922,024 8.8

17.8 5,397,920 3,456,749 15.8

住
基

R5.1.1 73,968 平成18年2月20日新設合併
（渋川市、伊香保町、小野上村、子持
村、赤城村、北橘村）

基 準 財 政 需 要 額 18,388,823

33,972 0.1 33,972 0.2 補 助 費 等 6,326,956

3.0 492,214 - -

区　　　　　　　　　　　　　分 令和4年度 令和3年度 標 準 財 政 規 模 21,548,090 山村振興

69,633 0.2 69,633 0.3 積 立 金 1,059,470R4.3.31 74,448 基 準 財 政 収 入 額 10,507,275 過疎 ゴルフ場利用税交付金

地 方 債 現 在 高 32,311,681 辺地

法人事業税交付金 168,165 0.5

0 0.0 0 0 0.0

1 歳 入 合 計 37,256,945 38,970,940 自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 53,763 0.2 53,763 0.2

投 資 及 び 出 資 金自動車取得税交付金 834 0.0 834

3,381,517 9.5 2,752,965 2,666,026 12.2

3 歳入歳出差引額 A-B 1,751,313 2,445,957 地 方 特 例 交 付 金 72,262 0.2 72,262 0.3

繰 出 金

3,300 0.0

2 歳 出 合 計 35,505,632 36,524,983 債 務 負 担 行 為 額 3,299,786 特定農山村 168,165 0.8

貸 付 金 389,108 1.1 3,300

0 - -

4 翌年度へ繰り越すべき財源 151,384 89,471 減 債 基 金 1,422,239 退職手当 23.7 7,881,548 36.0

前年度繰上充用金 0 0.0積立基
金現在

高

財 政 調 整 6,425,848 共同処理の状況

地 方 交 付 税 8,836,620

普 通 交 付 税 7,881,5485,403,599 公務災害補償 う ち 人 件 費 289,732 0.8 289,732 (95.6)

6 単 年 度 収 支 イ-ア △ 756,557 特別交付税(含:震災特交) 955,072 2.6 - -

769,187
計 20,944,050

95.6

5 実 質 収 支 C-D 1,599,929 2,356,486 そ の 他 21.2 7,881,548 36.0

投 資 的 経 費 1,940,280 5.5

（　）は減税補てん債
及び臨時財源対策債
を経常一般財源から
除いた経常収支比率

7 積 立 金 356 54,799 財 政 力 指 数 0.574 0.0 13,717 0.1
内
　
　
　
　
　
訳

普通建設事業費 1,923,320

補 助 631,395

1,291,925

0

609,018 土 地 開 発 基 金 1,184,000 財産管理

交通安全対策特別交付金 13,717 1.8 81,979

8 繰 上 償 還 額 0 0 実 質 収 支 比 率 7.4 自然災害補償

広域行政

分 担 金 ・ 負 担 金 85,971 0.2 0 0.0

5.5 759,605

0.0 0

10 実質単年度収支 F+G+H-I △ 1,626,524 245,195 公 債 費 負 担 比 率 12.7 し尿処理 手 数 料 43,999 0.1 0 0.0

受託事業(単独)

3.7 677,626

9 積立金取り崩し額 870,323 418,622 公 債 費 比 率 4.6 ごみ処理 使 用 料 231,733 0.6 43,650 0.2

単 独

0.0 9,582

0 0.0 0

一　般　職　員　等　（令和5年4月1日現在） 起 債 制 限 比 率 3.3 火葬場

県 支 出 金 2,859,842 7.7

国 庫 支 出 金 5,913,530 15.9 - -

県営事業負担金

319.8

夜間救急

財 産 収 入 78,300 0.2 56,870 0.3

区　　　　　　　　　　分 職 員 数 給料月額 １人当り支給月額 経常一般財源比率 101.7 - -

災害復旧事業費 16,960

3,247

内
訳

うち一般行政職等 585 186,653 千円 319.1 千円 連結実質赤字比率 - 1.1 - -

単 独 3,993 0.0千円 実 質 赤 字 比 率 - 林野

寄 附 金 399,513

補 助 12,967 0.0 6,335

一　　般　　職　　員 598 191,268 千円

合 計 35,505,632 100.0 24,566,426実 質 公 債 費 比 率 4.3 消防団員補償

繰 越 金 945,957 2.5

失業対策事業費 0 0.0 0

う ち 技 能 労 務 職 13 4,615 千円 355.0 千円

常備消防

繰 入 金 1,131,608 3.0 - -

目　　　　　　　的　　　　　　　別　　　　　　　歳　　　　　　　出

消 防 職 員 - - 千円 - 千円 ※　参考

将 来 負 担 比 率 3.3 運動施設

諸 収 入 1,332,303 3.6

教 育 公 務 員 30 10,473 千円 349.1 千円 - -

区　　　　　　分 決　　算　　額 構成比 税　　　　　　　等

臨 時 職 員 - - 千円 -

職業訓練

地 方 債 1,020,100 2.7 -

49,582 0.2

195,969

合 計 628 201,741 千円 321.2 千円 資金不足比率 - 0.0 - -

議 会 費 195,969 0.6千円 資 金 不 足 比 率 - 後期高齢者医療

減 税 補 て ん 債 0

-

民 生 費 12,539,346 35.3 6,489,801

事       業       名 法適用
の有無

収　支　額
※１

普通会計か
らの繰入額

合 計 37,256,945 100.0 21,917,693

5,279,795 14.9 4,143,542

臨時財政対策債 0 0.0 - -

総 務 費

7.5 1,862,069

(R5.4.1) に属する

区　　　　　分 決　算　額 構成比 増減率
基 準
税 額

職員数 普通会計

市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税

衛 生 費 2,667,086100.0

75

農 林 水 産 業 費 1,482,539 4.2 1,251,593国民健康保険(事業) 無 138,827 632,960 20 特別会計
×

100

労 働 費 27,693 0.1 20,179

商 工 費 1,782,659 5.0 818,108

後期高齢者医療 無 5,321 1,316,356 3
区　　　　　分 市民税

個 人 分 3,500,181 30.4 0.8 3,683,925

608,297

国民健康保険(施設) 無 0 3,672 0 特　　　　　別　　　　　職　　　　　等

農産物直売 無 0 2,558 0

土 木 費 3,069,966 8.6 2,043,586

介護保険 無 325,200 1,383,607 24

固 定 資 産 税

改定実施年月日
平均給料

（報酬）月額 法 人 分 828,564 7.2 10.7

5,638,085 49.0 4.3

6.2 315,557

教 育 費 3,853,632 10.9 3,204,321市 長 平成26年4月1日 825,000

軽 自 動 車 税 321,936 2.8

5,542,836

消 防 費 1,250,901 3.5 1,195,786

公 債 費 3,339,086 9.4 3,331,890教 育 長 平成26年4月1日 665,000

特別土地保有税 0 0.0

559,416

災 害 復 旧 費 16,960 0.0 9,582

小野上温泉 無 0 23,297 0

平成26年4月1日 735,000

市 町 村 た ば こ 税 571,140 5.0 4.2

 伊香保温泉観光施設 無 44,732 0 3 副 市 長

諸 支 出 金 0 0.0 0

上水道 有 △ 77,139 36,046 25

平成19年2月20日 435,000

目 的 税 640,709 5.6 11.0

交流促進センター 無 0 19,067 0 議 会 議 長 -

0

下水道 有 56,268 1,499,362 22 議会議員※２ 平成19年2月20日 365,000

都市計画税

1.3 33.2

前年度繰上充用金 0 0.0議 会 副 議 長 平成19年2月20日 390,000

内
訳

入 湯 税 149,283

491,426

100.0

現年課税分 滞納繰越分 合　　　計

道路改良率

11,500,615 100.0 4.0 10,710,031

公　　　　共　　　　施　　　　設　　　　の　　　　状　　　　況　　　（％）

24,566,426

議 会 議 員 平成19年2月20日 360,000

合 計

4.3 5.6

合 計 35,505,632 100.0

市民税 99.1

区　　　　分

徴　　　　　　　　　　収　　　　　　　　　　率

道路舗装率 68.4 小学校非木造比率

22.2

合計 99.0 22.7 96.3

98.8 20.1 95.5

上水道等給水人口/住基人口 98.5 中学校プール設置校比率

固定資産税

※１　法適は純損益、法非適は実質収支
※２　常任委員長及び議会運営委員長

28.9 97.4

公営住宅等戸数/世帯 1.1 中学校非木造比率 100.0

46.7 小学校プール設置校比率 100.0

公
営
事
業
等
の
状
況

0.0


